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はじめに
　2012 年 3 月大阪府内の印刷事業場の印刷業務に従事した労働者から胆管
がんを発症したという複数の労災請求があり、大阪労働局が元従業員 16 名
に労災認定を行ったという事件は、まだ記憶に新しい。この事件を受けて厚
生労働省は、全国 561 か所の事業場の一斉検査を行った。その結果、何らか
の問題が認められた事業場が 77.5％あることが判明した 1。そこで厚生労働省
は、全印刷事業場に対し、自主点検の実施や監督指導等による法令等の遵守
を徹底することとし、法令の周知が十分でないと考えられる事業場等につい
ては、労働基準監督官、労働衛生専門官等が個別に事業場を往訪し、有機則
等の遵守状況を現場で確認、法令違反があれば是正させる等を行うことと
し 2、さらに、2013 年 8 月には「洗浄又は払拭の業務において事業者が講ず
べき化学物質のばく露防止対策」の改正を行った3。一方、発端となった、大
1 厚生労働省・労働基準局安全衛生部計画課『胆管がんに関する一斉点検結果
の取りまとめ等について』平成 24 年 7 月 10 日， 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002ez6b.html
2 厚生労働省・労働基準局安全衛生部計画課『胆管がん発症に関する各種取組
み状況について』平成 24 年 7 月 25 日， 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002g5qq.html
3 厚生労働省労働基準局長「「洗浄又は払拭の業務において事業者が講ずべき化
学物質のばく露防止対策」の改正等について」基発 0827 第 3 号平成 25 年 8
月 27 日。ただし、1,2‑ ジクロロプロパンについては、すでに、平成 23 年 10
月 28 日公示の「労働安全衛生法第 28 条第 3 項の規定に基づき厚生労働大臣
が定める化学物質による健康障害を防止するための指針」により、事業者の
対象物質へのばく露を低減させるための措置や作業環境測定等が定められて
おり、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、事業者又はその団体に
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阪府内の印刷事業場の事件に関しては、大阪区検察庁が、2014 年 10 月 6 日、
労働安全衛生法 12 条（衛生管理者選任義務）、13 条（産業医選任義務）及
び 18 条（衛生委員会設置義務）違反により事業主及び法人を略式起訴する
にとどまっている。これは事件当時、胆管がんの原因物質であるジクロロメ
タン等の危険性が一般に認識されておらず、胆管がんの発生の予測を欠いて
いたことから業務上過失致死罪の適用を見送ったのではないかと考えられ
る。
　この事件の経緯から分かることは、労働災害が発生する可能性のある事業
場は潜在的に多数存在すること、因果関係が不明確な労働災害には事後的な
刑法などによる制裁の抑止効果は必ずしも大きくはないのではないかという
こと、労働災害を顕在化させないためには危険な事業場に対する事前の是正
指導等の監督行政や事業者による自主点検の実施が重要であることである。
そこで、本稿は、労働基準監督署等の事業場に対する是正指導等監督行政の
労働災害防止機能に着目し、その効果を計量的に明らかにすることを目的と
する。
1．監督指導と労働災害への効果
1-1．監督の概要
　労働基準監督官が事業場に対して行う、行政実務上の「監督」（いわゆる
査察）は、労働基準法（以下「労基法」という）や労働安全衛生法（以下「安
衛法」という）等の労働基準関係法令違反の罰則の実効性を確保するために、
全国の１人でも労働者を使用する事業場のすべてに対して行われる労基法上
の臨検（101 条）、安衛法上の立ち入り（91 条）である。この「監督」は 3
つに大別することができる4。第一は定期監督である。定期監督は、過去の監
対し、当該技術上の指針又は労働者の健康障害を防止するための指針に関し
必要な指導等を行うことができる（4 項）とされている。
4 厚生労働省『労働基準監督業務について≪事務事業説明資料≫』
 http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/dl/15‑2a.pdf
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督指導結果、労働者からの申告・相談の分析、労働災害報告等を契機として、
年間計画に基づいて対象事業場を選定して行う臨検・立ち入りである。第二
は申告監督である。労働者の申告権（労基法 104 条 1 項、安衛法 97 条 1 項）
に基づく査察であり、定期監督に先んじて申告を受理してから 1 週間程度で
行われる。第三は災害調査・災害時監督である。前者は工場や工事現場等に
おいて死亡災害などの重篤な労働災害が発生した場合に、災害発生状況やそ
の原因等について調査し、再発防止について必要な指導を行うものであり、
後者は、重篤ではあるが災害調査を実施するほどではない労働災害に対して、
事業主から提出された労働者死傷病報告書の提出の通常翌月になされる査察
である5。
　「監督」後の流れとしては、定期監督、申告監督では臨検等により法違反
が確認されると行政指導、行政処分、司法処分がなされる。行政指導としては、
違反事実と法条項を示した上でなされる是正勧告書によるものと、法違反で
はないが改善が望ましいと考えられる場合に発せられる指導票によるものが
ある。行政処分としては、安衛法違反に基づく法違反がある場合には、使用
停止命令等の行政処分を行うことができる（安衛法 98 条）。軽微な法違反で
は書面等で是正確認がなされ完結となることもあるが、重大な法違反や申告
事件に伴う法違反の改善状況確認は翌月か翌々月になされる再監督の実施に
より是正が確認される6。平成 24 年中に再監督を実施した事業場数は、定期
監督及び申告監督等により法違反の認められた 110,061 事業場の 12.5％に当
たる 13,807 件となっているので、ここまで進んで是正される事業場は全体
からみると必ずしも多いとは言えない。また、是正がなされない場合や死亡
労働災害の原因に法違反がある場合等重大・悪質な事案については司法処分
（送検）がなされることになる7。
　これら「監督」の目的は、法違反の是正、労働災害発生原因究明と再発予
防であるが、本稿の目的である労働災害防止との関連で、上述の監督形態別
5 会田朋哉『労働基準行政と労働基準監督官』84‑98 頁 日本法令 （2007）
6 会田・前掲注 5  104 頁
7 会田・前掲注 5  140 頁
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に違法内容等を見てみることとする。申告監督は、平成 24 年中に被申告事
業場に対し申告監督を実施した件数は 37,253 件であり、定期監督に比べる
と件数自体が 1/4 以下となっている。また、申告条項も賃金不払が申告の新
規受理件数の 85.6%、次いで解雇が 16.1% を占めるなど、その多くが事業場
の労働安全衛生とかかわる問題とはなっていない。さらに、申告監督後の申
告処理状況をみても、その完結率は 86.6％（32,249 件）となっており、違法
状態は早期に改善されている。一方、平成 24 年中に定期監督等を実施した
事業場数は 134,295 件であり、そのうちの違反事業場の割合は 68.4%（91,796
件）である。法違反の内容の法条項別の違反率は、労働時間に関する違反率
が 31.3％で最も高く、次いで安全基準の 28.2％、割増賃金の 22.0％、健康診
断 19.0％、労働条件の明示 15.7％、就業規則 14.7％の順になっている。また、
製造業や建設業などでは、安全基準、定期自主検査など労働災害にかかわる
違反が多くなっている8。定期監督時には、労働条件、安全衛生の全般にわた
り調査を行うとされているが 9、労働時間・割増賃金といった労基法違反事例
も過剰な残業や深夜労働が労働災害に結びつくため、その是正は安全基準や
健康診断とともに労働災害を防止と関連するものと考えられる。
1-2．監督の効果－特別予防効果・一般予防効果
　個別事業場に「監督」が入った場合の労働災害に対する効果は、当該事業
場の安全措置が未整備な箇所について改善・是正指導がなされることにより、
直接、労働災害原因が除去され、労働災害が事前防止される場合と、安全措
置が整備されているが、やや劣るような箇所についても指導がなされ、ある
いは、自主的に安全管理体制の再点検がなされることにより労働災害が事前
防止される場合があると考えられる。このような個別事業場への監督指導に
よる当該事業場自体の労働災害減少効果は特別予防効果である。この特別予
防効果のうち、特に、個別事業場に対する指定と計画策定を通じて安全管理
8 厚生労働省労働基準局『平成 24 年労働基準監督年報』20 頁、43 頁
9 厚生労働省・前掲注 4
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を実現していく制度として安衛法 78 条による「安全管理特別指導制度」が
ある。安全管理特別指導制度は、「安全管理のための体制、職場施設、安全
教育面での総合的な改善整備を必要とする事業所を個別に指定し、労働安全
衛生法による具体的な安全衛生改善計画を事業場ごとに作成させること、き
めの細かい特別の安全指導を継続的に行うことなどによって、職場内の危険
な物的要因、不安全作業等を根本から取り除き、しっかりした安全管理が打
ち樹てられるようにすることを目的とする」10 とされている。ここで策定さ
れる改善計画は通常 1 年単位で実施され、当該年度の前年度末に事業場の指
定がなされ、当該年度初に安全衛生改善計画作成指示書交付、所轄労働基準
監督署による指導等が開始され、その後、事業場の安全衛生改善計画書の作
成・実行、所轄労働基準監督署による指導、計画の推進状況の確認がなされ、
年度末に指定解除がなされるというフローになっている11。つまり総合的に
改善を必要とする事業場についても、計画的是正を行うことで 1 年内には当
該事業場の違法状態の多くは是正されていくことになる。
　一方、個別事業場に対する定期監督は、前述のように年間計画に基づき行
われるが、この年間計画は、前年までの監督実績の評価、労働者からの申告・
相談の分析、労働時間の状況、労働災害の発生状況、電話・投書等による情
報の分析等により、災害発生率の高い業種、過重労働等問題の多い業種など
を考慮して策定される12。この年間計画による定期監督の場合、対象業種に
選定される業種の中には遵法状態が悪い事業場、労働災害が多く発生してい
る事業場が多く含まれている可能性がある。それゆえ、前年実績等で違法状
態あるいは労働災害が多く認められる業種に属している事業場は、自らの事
業場が前年違法状態でありながら、たまたまそのことを指摘されなかったよ
うな場合には、次年には定期監督で違法の指摘を受ける可能性が高くなると
10 厚生労働省『安全管理特別指導事業場のための安全衛生改善計画の樹て方』
平成 22 年度版 3 頁
11 ただし、「改善すべき事項」が完了していない場合には、次年度も継続し、改
善計画に基づく措置が完了したときに解除される。
12 厚生労働省・前掲注 4
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認識することになるので、自らの違法状態の改善を行うよう行動するものと
考えられる。このような「監督」の効果は一般予防効果であるといえる。こ
の一般予防効果は、違法状態の存在・労働災害等の実績により策定される監
督計画から発生するものなので、特別予防効果より発生までにタイムラグを
有するとともに、業種ごとの実績により効果を異にすると考えられる。
2．米国の先行研究
　本稿で「監督」の労働災害防止効果を分析するにあたってのモデルを検討
するため、まず、米国での先行研究を概観する。米国では 1970 年に米国職
業安全健康局（Occupational Safety and Health Administration: OSHA）が
設立され、事業場ごとの労働災害、査察データが公表されている。このため、
1970 年代から査察による労働災害防止効果についての実証分析がなされて
おり、現在もそのモデルの枠組みは大きくは変わっていないことが米国を先
行研究として選定した理由でもある。
　実証分析に当たって問題となってくるのは査察の内生性の問題への対処と
一般予防と特別予防の効果の識別性の問題である。内生性の問題は、査察に
より労働災害が減少する可能性がある一方で、労働災害などのリスクが高い
事業場には逆に査察が入る可能性も高くなっているという問題である。一般
予防と特別予防効果の識別性の問題は、一般予防効果が、査察により他の事
業場、特に査察が行われた同一産業内の他の事業場の労働災害等のリスクを
低下させる効果であるのに対して、特別予防効果が、査察により査察を受け
た当該事業場自体の労働災害等のリスクを低下させる効果であるが、それら
を同時に観測してしまうという問題である。米国では、内生性、一般予防・
特別予防に関する分析の精度の点からみても、事業場レベルでの個票を用い
た分析が主流を占めている。
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　Smith（1979）13、McCaffrey（1983）14 といった初期の分析では査察の効果は
小さいとされていた。一方、Gray and Scholz（1991）15 は、事業場別、年次
別（1979‑1985 年）のパネルデータを用い、労働災害変化を査察、査察がさ
らに労働災害のラグによって説明されるというダイナミック・パネルによる
二段階最小二乗法による推定を行うことで、査察の内生性を考慮した推計を
行っている。その結果によると、査察を受け罰金を科せられた事業場は、査
察後数年間 22% 程度労働災害が減少するとされている。このデータを 1979‑
1998 年に延長しつつ説明変数に改良を加えて分析したものとして Gray and 
Mendeloff（2005）16、さらにそのデータを 1999‑2005 年に延長した Haviland 
et al（2012）17 がある。それぞれの分析によると、1979‑85 年では 19% 程度、
1987‑91 年では 11% 程度、1999‑2005 年で 19‑24% 程度労働災害が減少すると
されている18。さらに、Ko et al（2010）19 では、査察に関して、合計査察回数、
連続査察回数などを説明変数に追加することで、繰り返し査察を行った場合
と間隔をあけて査察を行った場合の企業コンプライアンスへの効果の違いを
13 Smith,R.S. (1979), The Impact of OSHA Inspections on Manufacturing Injury 
Rates, Journal of Human Resources,Vol.14, No.1, pp.145‑70
14 McCaffrey, D.P. (1983), An Assessment of OSHA’s Recent Effects on Injury 
Rates, Journal of Human Resources,Vol.18, No.1, pp.131‑46
15 Gray,W.B. and Scholz,J.T. (1991), Do OSHA Inspections Reduce Injuries? A 
Panel Analysis, NBER WORKING PAPERS SERIES No.3774
16 Gray, W.B. and Mendeloff, J.M. (2005), The Declining Effects of OSHA 
Inspections on Manufacturing Injuries,1979 to 1998, Industrial & Labor 
Relations Review,Vol.58 (4), pp.571‑87
17 Haviland, A.M, Burns R.M., Gray, W.B., Ruder, T., and Mendeloff, J. (2012), A 
New Estimate of the Impact of OSHA Inspections on Manufacturing Injury 
Rates, 1998‑2005, American Journal of Industrial Medicine, Vol.55 (11), pp.964‑
75
18 1992‑98 年では 1% 水準で有意ではないとされている。
19 Ko,K., Mendeloff, J.M. and Gray, W.B. (2010), The Role of Inspection Sequence 
in Compliance with the US Occupational Safety and Health Administration’s 
(OSHA) Standards: Interpretations and Implications, Regulation & Governance, 
Vol.4 pp.48‑70
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みている。その結果によると 1 ～ 2 回目の査察の間にコンプライアンス違反
数は 28 ～ 48% 下落するが、その後、違反数は年を追うごとに増加すること
を明らかにしている。ただし、その影響は 5 年で 15% 程度と大きくはない
ため、比較的短い間隔である 2 年後ごとに同じ事業場へ定期査察を行うこと
は非効率であると結論している。このように米国の個票を用いた最近の分析
では、査察が違法行為や労働災害を防止する効果を持つとされている。
　次節以下で、我が国についての実証分析を行うが、我が国の場合、個別事
業場レベルでの個票データがないことから産業単位等の集計データによる分析
に頼らざるを得ない。ただし、Gray and Scholz（1991） は、一般予防を重視
するのであれば、産業レベルデータも意味のある効果が推計できる可能性を
指摘している。そこで、米国の初期の頃の産業レベルの分析も概観してみる。
Viscusi（1979a,b,1986）20 は、内生性を考慮しつつ、労働災害（lost workday）
を被説明変数、査察などを説明変数として採用した固定効果モデルによる回帰
分析を行っている。その結果、Viscusi（1979）では査察の効果は有意とされ
なかったものの、Viscusi（1986）では、データの延長とそれに伴うモデルの
改善により査察は労働災害を 2 ～ 3% 程度減少させるとしている。Bartel and 
Thomas（1985）21 は、企業の従業員のアクシデント量、OSHA 規制に対する
企業のコンプライアンスコストと企業収益の最大化の関係から推計モデルを構
成し、労働災害率（lost workday per worker）、企業コンプライアンス、そし
て査察が内生的に決定される二段階推定法による分析を行っている。その結
果、査察は企業コンプライアンスを 26% 程度高めるが、労働災害と企業コン
プライアンスとの関係にはそれほどの強い関係は見られなかったとされる。
20 Viscusi,W.K. (1979a), The Impact of Occupational Safety and Health 
Regulation, Bell Journal of Economics, Vol.10, No.1 pp.117‑40, Viscusi,W.K. 
(1979b), Employment Hazards: An Investigation of Market Performance, 
Cambridge, Harvard University Press, Viscusi,W.K. (1986), The Impact of 
Occupational Safety and Health Regulation, 1973‑1983, Center for the Study 
of the Economy and the State, Working Paper Series, Working Paper No.40
21 Bartel and Thomas (1985), Direct and Indirect Effects of Regulation: A New 
Look at OSHA’s Impact, Journal of Law and Economics,Vol.28, No.1 pp.1‑25
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3．我が国データの概観
3-1．データ
　我が国の場合、個別事業場ごとの「監督」、労働災害データは公表されて
いない。このため、産業別のデータにより「監督」の労働災害に与える効果
をみることとする。
　「監督」に関するデータは、都道府県労働局別・年次別「定期監督等結果」
の産業別データを利用している。ここで「定期監督等」とは、「定期監督」、「災
害時監督」及び「災害調査」であり、具体的には、労働基準関係法令（労働
基準法、労働安全衛生法など）に基づき、定期的又は労働災害の発生等の各
種情報を契機として事業場に立ち入り、関係労働者の労働条件等について調
査を行い、法違反が認められた場合には、事業主に対して、それを改善する
よう行政指導や行政処分を行うものである22。
　都道府県別労働災害データは、厚生労働省・年次別「労働災害統計」業種
別・都道府県別死傷災害発生状況23 を用いる。都道府県別労働者数、都道府
県別労働時間データは、都道府県別毎月勤労統計地方調査より常用雇用者（5
人以上事業所）平均を利用している。
　産業分類は、「定期監督等結果」及び労働災害に関する産業分類が、労働
基準法別表第一に基づいて作成されているため、大分類ではやや特殊なもの
となっている。たとえば、「映画・演劇業」、「清掃・と畜」が項目立てられ
ており、また、「運輸・交通」とは別に「貨物取扱業」といった分類が存在する。
労働災害データについては小分類まで公表されているため、小分類を統合す
ることで日本標準産業分類による労働者数、労働時間の産業分類との突合が
可能である。しかし、「定期監督等結果」は大分類での公表しかなされてい
ない。このため分析に当たっては大分類で突合可能な産業のみで行うことと
した。また、日本標準産業分類は、平成 19 年 11 月に改訂されており、毎月
22 このため年間計画に基づく定期監督以外も若干数が含まれていることになる。
23 厚生労働省『職場のあんぜんサイト』
 http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/anst00.htm
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勤労統計調査地方調査も、平成 22 年１月分結果速報分から、改定された日
本標準産業分類（「新産業分類」）に基づいての結果公表が行われている。こ
のため、大分類でみるとそれ以前との継続性が失われている産業がある。旧
産業分類に基づいて表章している毎月勤労統計調査地方調査の平成 21 年以
前の結果との接続については、平成 18 年事業所・企業統計調査から把握さ
れる常用労働者数の新・旧間の変動を基準として接続させるかどうかが決め
られている（表 1 参照）24。突合・接続できない大分類レベルでの産業につい
ては推計の対象から除くこととし、8 産業についてのみのデータを収集する
こととした。具体的な産業は、「製造業」、「建設業」、「運輸・郵便業」、「卸
売業 , 小売業」、「金融 , 保険業」、「情報通信業」、「教育 , 学習支援業」、「医療 ,
福祉」である。また、産業分類が労働基準法別表第一とで異なっているもの
があるが（表 2 参照）、「運輸・郵便業」は「運輸交通業」に「貨物取扱」を
加えたものとし、「卸売業 , 小売業」は「商業」、「金融 , 保険業」は「金融広
告業」、「情報通信業」は「通信業」、「教育 , 学習支援業」は「教育研究」、「医
療 , 福祉」は「保健衛生業」の対応関係としている25。
24 山形県『毎月勤労統計調査の概要』
 http://www.pref.yamagata.jp/ou/kikakushinko/020052/data/maik/
H25nenpou/tyousagaiyou.pdf　より筆者加工。
25 平成 18 年度事業所統計の従業員総数でみると、たとえば、「金融 , 保険業」に
「広告業」を加えたものとの差は 3.6%、「教育，学習支援業」に「学術研究開発」
を加えたものとの差は 4.4% と比較的小さい。一方、「卸売業，小売業」と「商
業」の差は 12.2% である。その違いは「洗濯・理容・美容・浴場業」である。
分析に当たっては、前年比伸び率を使用するので、総数での差ほどの違いは
無くなるものと考えられる。
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（表 1）
 
毎月勤労統計調査地方調査　産業接続表
新産業分類(平成22年1月から) 旧産業分類
大分類 大分類
調査産業計 ○ 調査産業計
鉱業，採石業，砂利採取業 ◎ 鉱業
建設業 ◎ 建設業
製造業 ◎ 製造業
電気・ガス・熱供給・水道業 ◎ 電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 ▲ 情報通信業
運輸業，郵便業 ▲ 運輸業
卸売業，小売業 ▲ 卸売・小売業
金融業，保険業 ◎ 金融業・保険業
不動産業，物品賃貸業 × 不動産業
学術研究，専門・技術サービス業 × サービス業(他に分類されないもの)
宿泊業，飲食サービス業 × 飲食店，宿泊業
生活関連サービス業，娯楽業 × サービス業(他に分類されないもの)
教育，学習支援業 ▲ 教育，学習支援業
医療，福祉 ○ 医療，福祉
複合サービス事業 ▲ 複合サービス事業
サービス業(他に分類されないもの) × サービス業(他に分類されないもの)
◎　旧産業と完全に一致
○　常用労働者数の変動が０．１%以内
▲　常用労働者数の変動が３．０%以内
×　常用労働者数の変動が大きく接続しない
（表 2）労働基準法　別表第一
 
別表第一　（第三十三条、第四十条、第四十一条、第五十六条、第六十一条関係） 
製造業
一　物の製造、改造、加工、修理、洗浄、選別、包装、装飾、仕上げ、販売のためにす
る仕立て、破壊若しくは解体又は材料の変造の事業（電気、ガス又は各種動力の発
生、変更若しくは伝導の事業及び水道の事業を含む。）
鉱業 二　鉱業、石切り業その他土石又は鉱物採取の事業
建設業 三　土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊、解体又はその
準備の事業
運輸交通業 四　道路、鉄道、軌道、索道、船舶又は航空機による旅客又は貨物の運送の事業
貨物取扱業 五　ドック、船舶、岸壁、波止場、停車場又は倉庫における貨物の取扱いの事業
農林業 六　土地の耕作若しくは開墾又は植物の栽植、栽培、採取若しくは伐採の事業その他
農林の事業
畜産・水産業 七　動物の飼育又は水産動植物の採捕若しくは養殖の事業その他の畜産、養蚕又は
水産の事業
商業 八　物品の販売、配給、保管若しくは賃貸又は理容の事業
金融広告業 九　金融、保険、媒介、周旋、集金、案内又は広告の事業
映画・演劇業 十　映画の製作又は映写、演劇その他興行の事業
通信業 十一　郵便、信書便又は電気通信の事業
教育研究 十二　教育、研究又は調査の事業
保健衛生業 十三　病者又は虚弱者の治療、看護その他保健衛生の事業
接客娯楽 十四　旅館、料理店、飲食店、接客業又は娯楽場の事業
清掃・と畜 十五　焼却、清掃又はと畜場の事業
官公署
その他の事業
　分析の対象とする都道府県に関しては、都道府県労働局によっては年次別
「定期監督等結果」をホームページで公表していないところが多く、秋田、
山形、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪、和歌山、島根、高知、長崎、宮崎、
鹿児島の各労働局の 13 都府県の「定期監督等結果」のデータのみが入手で
きた。また、それら 13 都府県の各労働局でも数年で公表を取りやめている
ところもあり、データの入手年は都府県労働局によって異なっている（表 3）。
最長は東京、大阪、和歌山の 9 期間（2005 ～ 2013 年）であり、最短は秋田
と長崎の 2 期間（いずれも 2011 ～ 2012 年）である。すべての都道府県のデー
タがそろっている調査年はない。これらの都府県の産業別データを用いてパ
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ネル分析を行っていくが、アンバランスなパネルデータとなる。
（表 3）都道府県別使用可能データ一覧（〇が可能年）
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 データ数
2○○田秋
4○○○○形山
4○○○○葉千
東京 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9
神奈川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8
愛知 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7
大阪 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9
和歌山 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9
5○○○○○根島
6○○○○○○知高
2○○崎長
6○○○○○○崎宮
4○○○○島児鹿
3-2．データの概観
　上記データセットについて基本的な観察を行ってみる。都府県労働局別の
死傷災害発生件数発生件数を時系列でみてみると（図 1）26 、大阪労働局では、
2005 年には 1,011 件であったのが 2009 年には 846 件まで減少し、その後は
おおむね 800 件台で推移している。東京労働局でも、2005 年には 928 件であっ
たのが 2009 年には 815 件まで減少し、その後はやはり 800 件台で推移して
いる。2009 年ごろをボトムとするような傾向は愛知労働局、神奈川労働局
についても見て取れる。
26 都道府県別の死傷災害発生件数は、2005 年から 2013 年までの期間でデータを
揃えれば平均値を計算することはできるが、定期監督等結果等のデータの入
手年との関係を踏まえると、データが無いことにより発生件数が計算対象か
ら外れてしまうため、ここでは平均は取らずデータ期間の長い都道府県のみ
のグラフを作成した。なお、４節の推計に当たってはデータ期間の短い都道
府県も使用している。
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（図 1）死傷災害発生件数の推移
（注）データセットにより筆者作成。データ数が７以上の都道府県のみ表示している。
　次に、産業別死傷災害発生件数を産業別にみてみる。2005 年から 2013 年
の期間で平均して死傷災害の発生件数の最も多いのは 947 件の製造業である
（図 2）27
27 図２　産業別死傷災害発生件数は、2005 年から 2013 年の期間について、すべ
てのデータセットを用いて平均を計算している。従って、データ期間の短い
都道府県のデータも使用している。
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（図 2）産業別死傷災害発生件数（期間平均）
（注）データセットにより筆者作成。
　産業別の死傷災害発生件数を時系列でみてみても、いずれの産業について
も、2005 年から 2009 年にかけて大きく低下し、その後はゆるやかな横ばい
となっている。これは都府県別の推移と同様の傾向である（図 3）。
（図 3）産業別死傷災害発生件数の推移
製造業 
建設業 
運輸交通業・貨物 
商業 
金融広告業 
通信業 
教育研究 
保健衛生業 
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（注）データセットにより筆者作成。
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　定期監督等結果数についても、2005 年から 2009 年にかけて大きく低下し
た後、ゆるやかな横ばい傾向となっており、都府県別・産業別にみた死傷災
害発生件数と同様の傾向がみられる（図 4）。
（図 4）定期監督の推移
（注）データセットにより筆者作成。
4．モデルと推計結果
4-1．モデルの仮説
　以下において、我が国の「監督」が労働災害に与える効果を推計する。我
が国の場合、データが産業別にしか得られないため、産業別モデルである
Viscusi（1979,1986）、Bartel and Thomas（1985）を、さらに、今回はパネ
ルデータを用いた推計が可能であることから、個票データのモデルではある
が Gray and Scholz（1991）を参考とする。それぞれのモデルの詳細は以下
のとおりである。
Viscusi（1979,1986）は、
Risk it=f（査察 it，査察 it‑1，Risk it‑1，労働者割合 it，女性労働者割合 it，
雇用者数変化率 it，週平均労働時間 it，超過勤務時間 it，産業ダミー i，年
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ダミー t）
　ただし、i= 産業，t= 年
という定式化により、固定効果を捉えることとしている。説明変数の「査察」
にラグが採られているのは、遵法のための投資やコンプライアンス確立のた
めにスケジュール・ラグがあるためであり、前年の資産の代理変数とされて
いる。もちろん「査察」がリスクの高い産業にターゲットを絞っている場合
には、特別予防的効果が加味されることとなり、「査察」と「リスク」減少
は同一年に発生する可能性が高くなると考えられる。しかし、86% が定期
査察であることから、より一般予防効果が高く、「査察」と「リスク」減少
にはラグを伴うであろうことを想定している。「労働者割合」は産業の中で
の就業構造変化、「女性労働者割合」は肉体労働者の比率を捉える変数、「雇
用者数変化率」、「週平均労働時間」、「超過勤務時間」は周期的な変動を捉え
る変数である。
Bartel and Thomas（1985）は、
① 労働災害 =f（罰金，企業当たり従業員数，従業員による申告数，従業
員の職種・性別・教育，組合組織率，地域ダミー，年ダミー　など）
② 罰金 =f（従業員１人当たり査察，違法発見率，労働災害，企業当たり
従業員数，従業員による申告数，組合組織率，地域ダミー，年ダミー　など）
③ 従業員１人当たり査察 =f（罰金，企業当たり従業員数，労働災害，組
合組織率，従業員による申告数，年ダミー　など）
の 3 本連立方程式体系の二段階推定法を行うことで内生性を考慮した推定を
行っている。
　Gray and Scholz（1991）は、その後の事業場別モデルの基礎となってい
るものであり、パネルデータを初期の段階で利用したものである。その定式
化は、
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① 労働災害 % 変化 it=f（雇用者数 % 変化 it，労働時間変化 % 変化 it，　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ෍査察݅ݐ െ ݆
ଶ
௝ୀ଴
 ）
② 労働災害 % 変化 it= f（査察 it，労働災害 % 変化 it‑1）
③ 査察 it= f（労働災害 % 変化 it‑j）
　 ただし、i= 産業，t= 年，j= 当該年から以前の年
となっている。変数はシンプルでありながらラグを用いたダイナミック・パ
ネルを用いて内生性をとらえたモデルとなっているのが特徴である。
　これらをみると、被説明変数を労働災害などのリスクとし、説明変数とし
て、最低限、査察（ラグあり、なし）、労働時間、労働者数を取り込んだモ
デルで構成されていることがわかる。
4-2．採用したモデルと予測される結果
　本研究におけるデータが産業別データであるとの制約があるものの、「監
督」に占める定期監督の割合が高く、かつ、労働災害に関連する違反も多い
とされたことから一般予防効果は十分モデルでとらえられる可能性は高いと
考えられる。そこで産業別のデータで一般予防効果を捉える基本形のモデル
としてシンプルな Gray and Scholz（1991）を採用することとした。なぜなら、
労働組合比率、男女比、超過勤務時間といった変数は、1990 年代とは異なり、
組合組織率の低下、男女均等化の進行、労働時間制度の弾力化といったこと
によりその影響は低下していると考えられること、定期監督の年間計画が前
年までの監督実績の評価で行われており、必ずしも“累積”事業者数ではな
いこと、申告数も定期監督等の一般予防効果をとらえるためには考慮しなく
てよいのではないかと考えたことによる。
　本稿で取り上げるデータセットは、産業と時系列のパネルデータであるが、
産業の集計単位として都府県があることに留意が必要である。つまり、産業
（レベル 2）にネストした形で産業内の時間内変化（レベル 1）のモデルを考
えることができ、また、産業（レベル 2）のモデルは都府県（レベル 3）に
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ネストした形をとっているのである。このような階層的データは一般に相互
に相関を持ち互いに独立とならない。すなわち、都府県ごとに産業構造等に
違いがみられ、そのことが、労働災害発生数に影響を与えることが考えられ
る。そこで本稿では、単なるパネル分析ではなく、都府県にネストした産業
×時系列というマルチレベルモデルを用いた分析を行うこととする。
　そこでモデルの定式化は以下の通りとした。
労働災害 % 変化 ijt=f（雇用者数 % 変化 ijt，労働時間変化 % 変化 ijt，監督 ijt‑k）
i: 都府県（i=1,2, …, 13），j: 産業（j=1,2, …, 8）， t: 調査年（t=1,2, …, 8），
k: ラグ（k=0,1,2）        （1）
　ここで、モデルの各変数を対応させると、それぞれ変数は、「死傷災害発
生件数前年比変化率」「常用雇用者数前年比変化率」「労働時間前年比変化率」
「定期監督等結果数」となる。期待される符号は、「常用雇用者数前年比変化
率」と「労働時間前年比変化率」はプラス、「定期監督」はマイナスである。
4-3．推計結果
記述統計は以下の通りである（表 4）。
（表 4）記述統計
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
死傷災害数 616 2.00 2985.00 432.2890 568.76413
定期監督 612 .00 4861.00 435.6389 694.92377
違反数 612 .00 3242.00 292.7598 452.80770
労働時間 610 107.80 200.60 153.8397 17.48752
雇用者数 610 2377.00 1485280.00 180279.6082 255702.04152
有効なケーアの数 （リストごと） 606
（注）サンプルはすべてのデータセットである。推計に当たってはこのサンプルから脱落
したものがある。
　推計では、仮説モデル（1 式）に従い、被説明変数を労働災害の対前年
変化率（％）とし、説明変数を雇用者数対前年変化率（%）、労働時間対前
年変化率（％）、定期監督等結果数のレベルを当期からラグをとって、マ
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ルチレベルモデルによって推計を行った。推計にあたっては、SPSS®　
Statistics ver.22 を利用し、レベル 1 残差の時点間共分散は「一次の自己回帰」
に設定した28。
　その固定効果の推計結果は以下のとおりである（表 5）。
（表 5）固定効果の推計結果（査察はレベル）
（注）*** は１％水準、** は５％水準、* は 10％水準で有意であることを示す。（ ）内は標準
誤差
　結果を見ると、説明変数の符号は一致しているが、定期監督（ラグなし、
１期前ラグ）以外の変数については、いずれも推計は 10％水準でも有意と
はならなかった。
　そこで、定期監督についてレベルではなく対前年変化率（％）をとって推
計を行った29。事業場が、定期監督等をレベルで認識し一般予防効果につな
げるか、対前年比の増加で認識し一般予防効果につなげるかの違いであると
の解釈が可能である30。
28 三輪哲 = 林雄亮編著『SPSS による応用多変量解析』オーム社（2014）を参照。
29 「定期監督等結果」の都府県別・産業別デーでは、産業によって定期監督等結
果がもともと少なく、結果が「ゼロ」となっている産業・年がいくつか見られ、
前年比伸び率を取れない場合がある。このような場合には実数に「1」を入れ、
前年比伸び率を作成している。
30 景気判断においても「水準」と「変化の方向」の指標が種々あるが、両者の動
きは必ずしも一致していないとされる。ただし、浅子和美 = 原田信行景況感と
アンケート調査―変化方向と水準は異曲同工か？｣ 一橋大学経済研究所『経済
研究』第 55 巻第 2 号， 171‑184 頁（2004 年 4 月）によると、企業は、景気判断
では「絶対水準」より「変化方向」を重要と答えている割合が高いとされている。
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推計結果は以下の通りである（表 6）。
（表 6）固定効果の推計結果（査察は前年比伸び率 %）
推定値 推定値 推定値
N=103 N=79 N=79
切片  　.003054    .004359    .007269
  (.009153)   (.011545)   (.0009274)
労働時間前年比(％)    .236395    .801822 **    .322591
  (.305939)   (.378072)   (.321722)
雇用者数前年比(％)    .143792    .294037 *    .217270 *
  (.108149)   (.154821)   (.130924)
定期監督前年比(％)    .026515 **
  (.013287)
定期監督前年比(％)(ラグ1)    .004804
  (.015378)
定期監督前年比(％)(ラグ2)  -.063705 ***
  (.012151)
AIC 56.530 41.372 -122.568
（注）*** は１％水準、** は５％水準、* は 10％水準で有意であることを示す。（ ）内は標準
誤差
　結果を見ると、「監督」を 2 期前の変化率としているモデルでは、「監督」
のパラメータが 1％水準でマイナスに有意となっている。また、「雇用者数」
と「労働時間」の変化率の符号はどちらもプラスとなり予測された符号と一
致しており、また、雇用者数変化率についても 10% ではあるが有意となっ
ている。しかしながら、「監督」の変化率を、当期、1 期前としたモデルに
ついては、「雇用者数」と「労働時間」については符号条件が一致している
ものの、「監督」については１％水準で負に有意となり、事前に予想した符
号条件とは一致しなくなった。この解釈についてはさまざまな可能性が考え
られようが、本推計の結果からは、日本においては、事業場が定期監督等を
一般予防効果につなげるのは、監督実施のレベルではなく変化率であり、タ
イミングとしては 2 年程度前との変化率を認識しているのであるという解釈
となる。
5．考察
　個別事業所に対する指導による労働災害の特別予防効果のうち、軽微な違
法の事業場については、せいぜい定期監督の翌月から翌々月程度の再監督時
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には是正されていく。重大な違法のある事業場については、その一部は安全
管理特別指導制度による改善がなされる。その改善の程度はその実績から把
握でき、度数率（=100 万延べ実労働時間当りの労働災害死傷者数）の対前
年減少率でみると、昭和 59 年～平成 20 年の産業平均でマイナス 51% ～マ
イナス 67% の間となっている。また、強度率（=1000 延べ時間当りの延べ
労働損失日数）31 の対前年減少率でみると、同期間で、産業平均でマイナス
70% ～マイナス 92% の間となっている。このことから、指定対象となった
事業場は大幅な災害の減少がみられ、「わずか 1 年間の活動が貴重な呼び水
となって、いずれも見違えるほどの安全管理活動が改善され、その後も安定
した状態を持続しているところが多い」と評価されている32。つまり、指導
対象とされた事業場は 1 年強で特別予防効果が現われることになる。ただし、
これら安全管理特別指導制度により改善がなされる事業場数は平成 20 年度
で 573 事業場となっている。
　平成 24 年経済センサスでみた全国事業所数は 576 万 8,489 か所、平成 21 
年経済センサスより算出した監督適用事業場数は 427 万 5,819 事業場となっ
ている33。また、定期監督により違反があると指摘される事業場数が 10 万程
度（平成 24 年 91,796 件）ある。さらに、労働基準監督官数が 3,000 人弱の
体制では 34 担当官 1 人当たり担当事業場数は 1,500 程度となってしまい「悪
質な情報については、迅速に対応することとしていますが、監督官の人数を
考えると、処理できる件数も限られているのが現状」35 とされている。これ
らのことからみても、労働災害を減少させる重大な違法を指摘する「監督」
の特別予防効果は「監督」のうちの一部ではないかと考えられる。
31 強度率を計算する際の延べ労働損失日数は、死亡 =7500 日、永久全労働全不
能（1 ～ 3 級）=7500 日、永久一部不能（4 ～ 14 級）50 ～ 5500 日、一時労働
不能 = 休業日数× 300/365 で計算される。
32 厚生労働省・前掲注 10　3 頁
33 厚生労働省・前掲注 8　38 頁
34 厚生労働省・前掲注 4
35 古市泰久『職場で活用できる労働安全衛生法の基礎知識』22 頁 学習の友社 
（2009）
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　一方、4 の推計結果から見ると、「監督」の水準で見た場合の 1 期ラグ、
対前年比伸び率で見た場合の 2 期ラグに「監督」の労働災害減少効果が存在
することが推測されている。さらに、「監督」の対前年比伸び率 1 期ラグでは、
「監督」がプラスとなり有意でなくなっているが、一方で、「雇用者数」「労
働時間」が有意になっていることから、全体として「監督」の効果は、定期
監督後 1 ～ 2 年後に労働災害を引き下げるのではないかと推測される。
　これらから考えると以下のようなことが考えられる。ある年に定期監督が
なされると、軽微な違法の事業場は数か月のうちに改善を行う（特別予防効
果）。また、重大な違法のごく少数の事業場については安全管理特別指導制
度で改善が行わる（特別予防効果）。この効果も 1 年のうちに現れる。その
他の重大な違法に対しては指導等が迅速になされ特別予防効果が発揮される
と考えられるが、全事業場に対する「監督」割合が小さく労働災害減少に対
する寄与は一部の効果しかないかもしれない。他方、全体として「監督」の
効果は、定期監督後 1 ～ 2 年後に労働災害を引き下げるのではないかと推測
されることは、定期監督を受けた産業に属する事業場が、定期監督の状況を
把握して、自らの事業場の違法状態・危険状態を自己点検し改善を図ったも
のと考えられなくはない（一般予防効果） （図 5）。
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（図 5）監督と労働災害減少効果の関係
 
当該年 1年後 ２年後
　　定期監督
　　　　(軽微な違反等)是正 　　　特別予防(労災減少)
特別指導 　　　特別予防(労災減少)
絶対数少
　　　　　定期監督
　　　　(軽微な違反等)是正 　　　特別予防(労災減少)
定期監督の変化を見たことによる自主的是正
一般予防(労災減少)
　　　　　定期監督
　　　　(軽微な違反等)是正
　　　特別予防(労災減少)
　ただし、本推計をみるに当たっては、もともとが産業レベルの分析である
こと、産業分類の突合等が不十分であること、推計に当たって内生性を考慮
した推計を行っていないことなどに留意する必要がある36。
おわりに
　平成 25 年から「第 12 次の労働災害防止計画」が始まっている。この計画
は、今後 5 年間にわたる労働災害防止対策を進めるため、国が重点的に取り
組むべき対策等を示している。その中では、労働災害が平成 22 年から平成
24 年にかけて 3 年連続で前年に比べ増加している一方で、行政の効率化が
求められているため、労働災害防止対策を効果的なものとするために、重点
36　内生性に関しては、労働災害が増加すると「監督」が増加する、「監督」が増
加すると労働災害が減少する、以外にも、「労働災害」が増加すると災害時監
督が増加するために定期監督が減少するという経路もあることも指摘されて
いる。会田・前掲注 5　91 頁
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対象や対策手法を絞りこみ、具体的な数値目標を設定して取組の成果を評価
することとしている。そのため今回計画からの新たな取り組みとして、たと
えば、労働災害統計についても、労働者死傷病報告に基づくデータの集積が
進んだことから、労働者死傷病報告に基づく数値を用いて、労働災害動向の
分析、目標の設定等を行うとともに、毎年 1 回、その検証、評価を行うとし
ている37。本稿は、労働災害防止のための定期監督の効果を実証することを
目的とした。その過程で、米国の先行研究に比べて我が国のデータ制約が大
きいことが分かった。このため我々の実証結果も不十分となり、今後の課題
として残されている。データの開示が進めば、一層の労働災害防止の効果的
な方法とその評価の実証も可能となるものと考えられる。
＊本稿作成にあたり、鈴木健太郎氏（元首都大学東京）に資料整理でご協力
を得た。ここに記して感謝の意を表したい。本研究は JSPS 科研費 基盤研
究（C）25380089 の助成を受けたものです。
37 厚生労働省労働基準局長『第 12 次労働災害防止計画の推進について』基発
0225 第 4 号平成 25 年 2 月 25 日
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